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〔１〕

経済成長の理論はその後も発展と拡張の着実な歩みを見せているようであるが、 吾々もさきにこ

の理論の 謂わば代表者とも目されるハロッドと ドマールの成長率理論について 一つの考察を試み

た。そしてその未熟な学習のなかで、ハロッドの 「自然成長率」に関しての高田保馬博士の御高見

について、 自らの過誤を倶れることもなしに、 その一知半解的な理解と疑問とを述べさせていただ

いたのであるが、博士は一浅学のこの暦越と非礼とをお谷めもなく、却てその御近業においてご懇

情にみちあふれた御高教と御叱正とを吾々にめくまれた。
１） 博士の御厚志にたいしては、ただ伏し

て鳴謝申しあげるのほかはない。 小稿はご高評をたまわって後の、同じ問題にたいする吾々の重ね

ての拙い思索のあとをかき綴ったものであるが、 非才はたして能くご高教の真意を会得し、 正しい

理解にいささかなりとも歩みより得ているか否か、省み、て今更ながら自らの力のとぼしさを思わざ

るを得ない。

総 じてハロッ ドの自然成長率 ＧＩＩは多義且つ不明確にして計測不可能なる概念であり、 これを理

論的武器として資本主義経済の長期沈滞を説きあかすことは納得的なものではないとされるのが博

士のご見解のようである。 そして自然成長率解釈としての完全雇傭成長率、極大満足成長率、極大可

能成長率については、 それが完全雇傭成長率ではあり得ても、 効用経済模型によるものでないとい

う意味で、決して極大満足成長率や極大可能成長率ではあり得ないとされている。これにたいして、

「自然成長率を 労働の完全雇傭成長率として把握することには異論がない。 そして生産方法におけ

る技術支配の思想に立脚するかぎりにおいては、 それが極大可能成長率でもあるだろうと考える。

だが労資に極大満足をあたえる成長率という解釈だけは、ハロッド的経済模型からは導き出し得な

いのではなかろぅか。」 というのが前稿における吾々の基本的な理解態度であった。「だが要素価格

の相対的変化を 顧慮しないで、労働と資本の 結合比率が 純技術的にのみ 決定されるものとすると

き、 そのような立場から労働を基盤として算定される成長率は、 労働の完全雇傭成長率ではあり得

ても、 それが直ちにそのまま、 真の意味での種大可能成長率だと言い得るか否かは猶吟味の余地を

残すものの様に思」 いながら、 しかも「自然成長率が極大可能成長率であるとする見解は、生産方

法における技術支配の思想に立脚するかぎりにおいては妥当なものであろう と述べたのは実は」、

まさしく 「実は」吾々自身における吟味の不足にもとずくものだった ようである。「博士のご高教

における Ｇｎにあっては、 労働および資本の双方の全部使用が想定されているように解されるので

あるが、 ハロッドの Ｇｎそのものを概念するためには、 資本の完全利用とか貯蓄の過不足とかいう
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ことは考慮する必要がないのではなかろぅか。」「ここでは所与の労働量と結合する資本量は技術的

に一定されているのである。 そして自然成長率 Ｇｎは人口増加率と技術の進歩率とだけから構想さ

れ、 現実の資本の過不足にはかかわりのない『観念的』成長率なのである。」 と吾々は理解したので

あったが、 しかし技術の多元性を想定ずる場合には、要素価格、利子率の如何が採用する技術そのも

のの選択に影響することを忘れてはならない筈であり、「Ｇｎは人口と技術とが決定するのであり、
そしてその Ｇｎ と Ｃｒ とが必要資本量を定めるのであつて資本量が Ｇｎ を左右するのではない。」

などとは言い切れないことになる。ハロッドの自然成長率Ｇｎは特殊の制約された前提のもとにお

いてのみ観念し得るものであり、ハロッド的経済模型においてのみ計測し得るものだといわねばな

らないようである。

以上の様な 吾々の貧しい理解にたいして博士は次の如く御叱正と御高教とを 吾々に恵まれてい

る。「自然成長率を此の如く観念的なものと見、利子労銀の一定を 前提とするときには、 それに極

大満足成長率、極大可能成長率の二規定を与ふることは蛇足というよりも不正確であり、 進みて誤

謬ですらも あるのであろう。此の二つのうち、 前者について 大野氏は これを誤りである とされた

が、 後者についてはこれを肯定する態度をとられている。 しかし貯蓄についての想定はいかなるも

のでもあれ、 労銀と利子率との一定という前提の下において、 技術支配の条件を認めるにしても、
生産財価格の既定は必ず、技術の選択乃至その利用の仕方に影響するであろう。 まことの意味にお

いて、換言すれば、 最善状態において達し得べき成長率が、 それによりて示されているとはいいが
たいのではないか。」

２） た しかに、 Ｇｎ は貯蓄量、 資本量を考慮からはづして観念される成長率であ

るにしても、 また生産方法における技術支配の立場に立つものにしても、 それは特殊の生産函数仮

定という条件のもとにおいてのみ確定し得るもののようである。ただ「生産方法における技術支配」

というだけでは要素間の相対価格、利子率の変化が技術選択を左右し、 労働と資本の結合比率を変
化させる事態の発生を 阻み得ないことになり、 従って Ｇｐ、Ｃｒ の変化を認めねばならないことに
なる。 Ｇｐ が確定し得ないかぎり Ｇｎ は確定し得ない。 ハロッ ドのいう

　

Ｃｒ を変えずに

　

Ｇｐ のみ
を上昇せしめる技術進歩を理解するためには、 特定の比例的な生産函数とその変化 （後述第３図に

示される如き）を想い画かなければならないようである。しかも、そのようにして見定められるＧｎ

は博士のご高示にもある如く、 必ずしも最善状態における極大可能成長率であるとは限らない。の

みならず、 更にはまた、 それは常にひとつの完全雇傭成長率ではあるのだが、 労働の側にとっての
最善状態における完全雇傭成長率とはいいがたいものともなる様である。 というわけは、 労働生産

性上昇率 Ｇｐ の大なる程、 雇傭された 労働は、 より高い労銀を 要請し得ることに なる筈だからで
ある。 猶、 この度の Ｇｎ再考察にあたって吾々が稲葉教授の精微をきわめた御研究に教えられ援け

られるところ甚だ大なるものがあった。記して同教授に深甚の謝意を表さなければならない。
３）

〔註〕
１） 高田保馬 「自然成長率の再考察」第１５節、大野氏への答弁

　

ｐｐ，４９一５３（高田保馬編「経済成長の研究」第２

　　

巻） 拙稿「成長率理論の一吟味」（北海道学芸大学紀要、第１部第６巻第２号）
２） 高田、 前掲

　

Ｐ．５１
３） 稲葉四郎「均衡成長率の意義と均衡成長の諸条件」（高田編「経済成長の研究」第２巻）

〔２〕

　

吾々の理解の仕方に誤りがあれば、 あらかじめ博士のご膏恕を乞うてかからねばならないのであ

るが、 ハロッ ドの Ｇｎ批判にあたって博士が先ず一般的にご想定になっておられる経済模型と企業

者行動は凡そ次のごときものではなかろうかと思われる。 すなわち、 第１図に示される如く労働と
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資本との間に完全な代用関係のある生産函数を前提とし、要素価格および価格比率の変化に伴う均

等生産費直線の変動を考慮される。この場合は Ｇｐも Ｃｒも変化すると考えねばならない。－－も

っとも、 ハロッ ドの場合は、 仮に

　

Ｇｎ を

　

Ｇｈ と Ｇｐ とに分けて説明するとしても、 その技術進歩

率Ｇｐは要素価格比率の変化にもとずく労資結合比率の変化と、 その場合に生じ得る労働係数の減

少を意味するものではなく、等生産物線そのものの原点０への接近を示すものなのであろう。 そし

て、 それは本来、 中立的技術進歩なのだから資本係数をも労働係数と同じ割合で減少させる筈のも

のであり、技術の進歩は、 労働係数の減少と同時に同率での資本係数の減少を意味し、 これを労働

生産性上昇率 Ｇｐ に表現させ、 Ｇｈ十Ｇｐ と しての Ｇｎ に、 その減少した Ｃｒ を掛けあわせて必要

資本量したがって貯蓄率を算定すべきものだったのであろう。 それを資本係数 Ｃｒを一定として技

術進歩率を Ｇｐ に表現させるような形になっているから、技術進歩は労働節約的なものとなる。ノ、

ロッド自身の想い画いたものがどのようなものであつたにもせよ、 その説いているかぎりでの中立

的進歩は生産係数の相対的不変を維持するものとは解し難いようである。－－最善の状態における

所得の極大可能成長率なるものは、 労働および資本の存在量があたえられた上で、 可変なる要素価

格、利子率が労働の完全雇傭と資本の完全利用とを保証する点にのみ見定められるｏ

　

したがって、

この真の意味の極大可能成長率は貯蓄、 資本量の如何にかかわりなく観念されるという意味におけ

る謂わばハロッド流の観念的成長率ではないことになる。だが、 最善状態における極大可能成長率

は資本量を度外視して観念的には確定し得ない。 Ｇｎ がハロッドにおいて計測可能であったのはノ、

ロッドの経済模型に立脚するからであり、 したがってまた、 そのようにして計測された Ｇｎは最善

状態に為ける極大可能成長率であるとは断定出来難い。効用経済を前提とし、 労働と資本が完全な

代替関係にある謂わば正常的な一般的な生産函数を想定する場合、 観念的成長率としての自然成長

率 Ｇｎ は計測 しがたいものとなるであろうことは、 まさしく博士のご高教のごとくであろうｏ

第１図において Ｐ，Ｐ，
′
、

Ｐ２Ｐ２
′
、 Ｐ３Ｐ３

′ 等は生産要

素間に代替関係があり、且っ同次性をもたない一般的

　

嘉

　

ｐ，ｐ ｐ‘

な生産函数の性質をもつ生産無差別曲線群を、 また０

示される事態を想定すれば、 労働および資本の完全使

　

た － － ド ド

　　　　

堪

用がなされて最善状態における極大可能生産量があげ

　　

。

　　　

１

　　　　　　　　　　

羽

資本
られることになる。 なお、 労働節約的な技術進歩は図

　　　　　　

”′

　

Ｋ Ｂ

　　

Ｄ

　

Ｅ

における生産無差別曲線群を横軸寄りに移動せしめる

　　　　　　　　　

第 １ 図

ものとして、 また資本節約的なそれはこれらを縦軸寄りに移動せしめるものとして、そして正しい

意味における中立的技術進歩は生産無差別曲線群を原点に接近せしめるものとして理解されること

になる。ハロッドのいう中立的技術進歩がその英、 労働節約的なそれとしてうけとらるべきもので

あろうとすることは、 前稿以来のわれわれの理解である。

　

この度の玉稿において博士は Ｇｗ との関係において Ｇｎ の性格に関し、 より一層詳細に次のご

ときご解明を補足されている。 「けれども、 ハロッ ドの思想における

　

Ｇｎ の内容には、 それだけに

尽きぬものがある。それは一方に労働の需給がみたされ、経済主体が自由に行動しながら、 満足を
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得ること、即ち自由の要求が認められている。 ただ貯蓄者の立場については若干の不明確さを残し

てあるが、思惟の方向として これの立場に ついても、 同様の含蓄が もたれていることは認められ

る。 それ故に、 ロビンソンによって、 Ｇｎ が極大可能成長率と認められているであろう。 これだけ

のことをとり入れて考えると、貯蓄ないし資本の過剰もまた排除せられていると見たい。 ……Ｇｗ

に労働の過剰があれば、 労働集約的な生産への動きがあり、資本需給の均衡が乱されるであろう。
Ｇｎ に資本の過剰があれば同様にして労働需給の均衡がおびやかされる。 かくて持続性をもち得る

Ｇｗ と Ｇｎ とはそれぞれ労働の過不足、 資本の過不足を排除するであろう。 かくのごとくに解す

るとき

　

Ｇｗ と Ｇｎ とは原理的に 一致する。」「Ｇｎ の Ｇｗ に対する 超過とは何を意味するであろ

うか。 ……自然成長率は一応 Ｇｈ と Ｇｐ、 即ち労働（人口）成長率と技術上昇率即ち一人当り生産

力の上昇率の和として考えられる。Ｇｈ に関 しては問題はまづない。 ところで Ｇｐ は常に技術の進

歩と相結び、また、技術進歩はそれの採用普及に要する資本の変動と結びついている。即ち Ｇｐ は

Ｃｒ の変動と切りはなしがたく結びついている。……Ｃｒが平均的のものでなく要求的のものである

限り、 それは現実の資本係数よりは多くは高い。 全国民を失業なく、 かかる技術を以て作業せしめ

るのに必要な資本は、 資本主義国に存在しないともいえる。 Ｇｐ の値を実現し得べき資本は蓄積せ

られていない、 というべきで はないか。 かくて Ｇｐ の値を確定 することは、 理論的に 困難であ

る。」「ノ・ロッドの 適正成長率の観念と 自然成長率の 観念とは、 それを成立させる 経済の模型が違

う。 したがってその成長率の大きさ乃至速度を比較して大小を云々し得るべからざるものである。
……加之、 この比較の困難も存ずる。 大体、 人口、詳言すれば労働人口の増加と、生産技術したが

って労働生産力の上昇とは明確なる意義を持つ。 ただこれを組合せて自然成長率という観念をつく

りあげるとき、 それは極めて多義的にして明確にしがたき内容のものとなる。その多義性は生産力

の上昇率 Ｐ の側にある。一企業における労働生産力の上昇は容易につかみ得られる。 一つの社会

におけるこの Ｐ の上昇というとき、 しかも事実における それではなくして、 要求される設備を準

備するときの生産力上昇率としてみるとき、 それは単位労働に対して如何なる設備ないし生産手段

があたえらるるときのことか。 これは今日の成長率論者 （ノ・ロッ ド、 ロビンソンから多数の若き研

究者に至るまで） によって一向に明らかにせられぬ。 また明らかにせられるべきことでもない」註）

註） 高田保馬、 前掲

　

ｐｐ，１８一２４

〔３〕

次に博士の御叱正において、「労銀と利子率との一定 という前提の下において、技術支配の条件

を認めるにしても、生産財価格の既定は必ず、技術の選択ないしその利用の仕方に影響するであろ

う。 まことの意味において、 換言すれば、 最善状態において達し得るべき成長率が、 それによりて

示されているとはいいがたいのではないか。」 とされているのは、 あるいは直接には 次の図に示す

ような、技術の多元性がある場合における要素価格と技術選択の関係をご指摘になられたものであ
ろうかと思われる。

　

たとえば第２園において、 労賃、利子率一定の場合でも、生産財価格の如何によって、均等生産
費直線はあるいは ＸＹ となりあるいは ＸＹ’等々となる。 均等生産費直線が ＸＹ’ のときは Ａ

技術が採用され、利用可能労働量 ＯＬ は完全雇傭されるが、 資本は ＯＲ だけ使用されて、 ＫＫ

の資本は使用されないままに残ることになる。 若し生産財価格が、 より低廉であって均等生産費直

線が ＸＹ で示されるとすれば Ｂ 技術が利用されて、 労働と資本の双方が完全使用され、 産出量

は極大となる。 もっとも、 図における Ｂ 技術のように労働、 資本の双方の 完全使用を可能ならし
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め得る技術が常に存在するとは限らない。

ハロッドの 「中立的技術進歩」なるものは、 われわれ

なりの理解によれば第３図に示されるごときものになる

のではないかと思う。即ち、Ａ→Ｂ→Ｃ……と技術の進歩

に伴い、漸次、 労働係数は減少していく。

　

労働人口が Ｌ， から

　

Ｌｚに増加したための所得の成長

は必要資本量を

　

Ｋ，から Ｋ．
’へ増加せ しめるだけである

が、技術の進歩にもとずく所得の成長は、 更に、Ｋ．
’か

ら Ｋ２までの資本増加を必要とすることになる。 ハロッ

ドの 「中立的技術進歩」は資本係数を変えないで産出高

を増加するのだから・結局のところ、
△冬 ＝ 筈 ＞ 争

でなければならず、 労働と資本の結合比率は不変ではあ 第
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示されるようなものであるとすれば、 彼の期待するごとくに
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労資間の所得分配率が不変に保たれるためには、 労賃は労働

　　

Ｌ４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ３

　　　　　　　　

，

　

；

生産性の上昇に比例 して上昇 しなければなるまい。 ハロッ ド
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＝

は労働と資本との結合比率に関説することなしに、 その 「中

立的技術進歩」をして労資間の所得分配率を保証せしめてい

るが、 その実、 労働節約的 技術進歩と解されるハロッドの

　　　　　　　

　　　

　　 　 　 　　　　 　 　 　　　

　

　

　

　　　
　

　

　　
「中立的進歩」 が、１）若し労働生産性の上昇するほどには実質

がくとすれば、 労働への所得配分率の低下は、 社会の消費率
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の低下、 貯蓄率の上昇傾向を導くことになって、有効需要の面から資本主義経済の沈滞をとらえる

ことも出来るようである。 これはハロッ ドがりカー ドを学んでリカ← ドから切り捨てた前進的所得

再分配の理論に、 リカー ドとは異なった角度から解明の光をあてることになるものであろう。 人口

増加率の逓減は 労働節約的技術進歩を 促すであろう。 そして労働生産性の上昇は Ｇｎ

　

を大きくす

る。 だが Ｇｐの増大は、その総べてが実質賃銀の上昇にふり向けられがたい傾向を持つとすれば、

労働節約的技術進歩は 社会の消費率を低め貯蓄率を高めていくことに なるであろう。 したがつて

Ｇｗ は大きくなっていく、 と考えられる。消費需要の如何に係わりなく投資需要は一方的に際限な

く拡大し続け得るだろうか。ハロッドの中立的技術進歩は、 その実、労働節約的技術進歩であろう

とわれわれは理解するのであるが、彼は少くとも表面的には労働節約的な技術進歩を問題にせず、

資本係数一定、 労資間の所得分配率不変とすることによって、 この前進的所得再分配の問題を考慮

のそとに追いやつている。
２）

〔註〕

１） われわれはここで 中山博士の次の如き御高教をあらためて想起せねばならないようである。「生産の技術函数

　　

は技術の進歩を考慮に入れるとき決して一定ではない。一定でないとして、若しこの技術の進歩が資本係数を

　

変化せしめないように行われるとすれば、なお理論を破壊するには至らないであろう。 しかし技術の進歩を如

　

何に分類しても、 すなわちハロッドの如く

　

ｃａｐｉｔａｌｎｅｕｔｒａ１ と定義 し得る場合を認めるとしても、 そのような

　

進歩が全く資本係数に変化をあたえないという場合は想像し難い。 資本中立的な発明の場合には、 一応は所得

　　

の増加に応ずる資本の所得量を安定的と推定し得る事前の資本係数によって企劃することが出来るであろう。

　　

しかし、それは採用された技術進歩の恐らくは労働節約的な効果によって破られなければならなし・。」中山伊知
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郎 「資本蓄積の基本理論」（経済研究

　

第４巻第１号）Ｐ．３

２） 早川泰正「経済変動理論への途」Ｐ．１４９以下

　

安部一成「タト生的諸要因の地位について」（山口経済雑誌

　

第５巻第３・４号）ｐｐ，５２－３参照

〔４〕

　

いま一つ御叱正をたまわつた点は、 われわれが 「相対的分前を不変に維持するものとしての中立

的進歩は、マルクスの用語例にならえば、資本の有機的構成を変えない進歩なのであろうが、この

場合においても、 それが 『進歩』 である以上は、 資本係数も労働係数も同じ割合で減少することに

なるから、『資本係数の値は据乱』されることになる。ハロッドの『資本係数一定』 という表現を、

もし仮に 『資本構成一定』 という意味に解釈することが許されるとしたならば、万事は順調に運ぶ

であろう。 資本構成は一定でも、 資本係数も労働係数も減少し得るから『技術の進歩』 とは矛盾を

きたさないし、利潤率を一定とすれば 労働と資本とへの所得分配率も不変であり得る。」 というよ

うに理解したことに 関してである。博士は次のように 教えておられる。「大野氏がロビンソンの註

釈を肯定されることは正しいと思う。 この点は別の機会において論じたい。 ただ資本の有機的構成

の不変にも亦、 同様なる意義 （中立的という） を与へられることについては、 考慮の必要がないで

あろうか。 マルクスの資本の有機的構成における資本は、 利子率叉は利潤率計算の分母になる使用

総資本ではなく、 消耗資本量ではないかと思う。そうすると、 若干の条件を加えないと大野氏の命

題は承認しがたく見える。 けれどもこれは枝葉の、 叉恐らく重要ならぬ問題である。」
１） 「有機的構

成」 としたことはわれわれ自身いま考え直してみても、矢張り不適切であったように思われる。こ

れを 「技術的構成」 と読みかえていただければ、 よしんば、 それが正しく的を射たものでないにし

ても、 われわれの理解し得ていた限りでのものを、 より適切に表現し得たのではなかったか、 とい

うような気がするｏ 博士のご指摘のごとく利潤率計算の際の－Ｃ』 における Ｃ は使用不変資本総

量であり、 再生産表式に おける

　

ｃ＋ｖ十ｍ の ｃ は消耗不変資本量であって、使用不変資本総量 Ｃ

ではない。 いったい、「技術的構成に 規定され、その諸変化を 反映する限りでの価値構成」 として

の資本の有機的構成なるものは、 ヤ モ ー定とした場合に、 より理解しやすいものとなるようにゎ

れわれには 考えられるのであるが、 その理由は技術的構成は 過去労働対 現在労働の比率、即ち、

奇 声であり、これに対して有機的構成は Ｓ－ないしは博士の御指摘のごとく Ｓ であるだろうか

らである。 もっとも、 資本制 生産の下での 技術的構成は 資本財量と 生きた労働量との関係、即ち

一 三として理解すべきではなく、資本財量と支払労働との関係 恥 辱 として把握せねばならな

いものだ、 とされる見解も存在するようであるが、２） それでは技術的構成という概念から離れてし

まうのではないかと思われる。 資本と労働とを同率で節約するという意味での 「中立的発明」に関

していえば、有機的構成を ÷、 ÷ のいずれに解しようとも、若し÷ が殆一定したものと想定

すれば、 結局のところ、別段、支障は来たさないで済むようである。「若干の条件を加えないと」と

博士が教えて おられるのは、 あるいはこの点を ご高示になられた ものであろうか、 とも考えられ

る。 かつて別の機会に博士御自身も、「マルクスにおける 資本の有機的構成……の 数量的表示は一

見して二つの内容を含み得る。 一は労働力と資本という二つのストックの比率である。……二は流

れの比率である。ｃ

　

を一期間において 消耗する実物 資本量と見、ｖ

　

をこの期間に おける労銀と見

る。 これは 再生産表式において含まれている意味である。」
３） と教えておられるが、実は われわれ

は、 この場合の前者こそ、 マルクスのいう資本の有機的構成の本来の意味なのであろう、 とわれわ

れなりに一応理解したのであった。だがわれわれ自身、このわれわれの理解が必ずしも十全的な、
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最後的なものだと思っているわけでは決してない。総じてマルクスの資本構成諸概念とその相互関

係は、 すくなくともわれわれにとっては、 いまなお、 十分な理解に達 し得ないものを残 している。

われわれの未熟な学習ノ←ト「利潤率傾向的低下法則と労働生産性」 は、４） ひとつにはこの疑義に

ついて自らに解明をあたえようと試みたいわば実を結ばぬ努力でもあったのである。 このたびの博

士の御叱正と御高教とを１噛み、しめて味わいながら、 われわれは今後さらに同じ問題についての拙い

思索を重ねていかなければならないと考えている。

　

なお、 ここでもまた、 マルクス理論に関心と好意の姿勢を しめす ｊ． ロビンソンの 次のような批

判と解明とは、 われわれの 学習に際して、 よさ助言者 たり得るように思われる。「マルクスは資本

論第３巻で価格論を提示している。その説明は、 一つの表現を用いて二つの意味に使う彼の癖のた

め混乱をきたしている。 すなわち可変資本は会社の一年分の賃銀勘定と一時点において進行中の仕

事の賃銀費用にわりあてられた資本との両方の意味にとられる。 彼は、 不変資本の場合、 現物資本

の年々の磨損という意味と進行中の仕事に用いられている設備と原料とを代表する資本量という意

味とを区別は している。 しか し、 彼はこの区別を見失って しまうことがよくある。 ……マルクスは

一産業の中の資本の労働に対する比率を資本の 『有機的構成』 という。 しかし、 前述の二つの意味

のため彼の有機的構成の定義を理解することは困難である。」「一年分の剰余をｓ、一年分の賃銀を

ｖとし、 一年間生産するための原料と工場が受ける磨損をｃとしよう。 また資本設備と進行中に使

う原料の要素を

　

Ｃ とし、仕事の進行中に含まれる賃銀要素を

　

Ｖ と しよう。 そうすると Ｃ十Ｖ は

資本数量を示す－。 さて、 搾取率が ÷ で、利潤率が
Ｃ は明瞭である。 しかし有 機勺構成はどう

かけばよいか。Ｃ／Ｖ、ｃ／ｖ、 Ｃ／ｖ、ｃ／Ｖ は大して重要な意味をもつ比率ではない。 おそらく一番近い

所が、 キ メであろう。 すなわち一年の賃銀勘定に対する資本数量の比率である。 しかし、 マルク

スの有機的構成の概念の主要な意味は明瞭にこの困難とは別個のものである。そして、 それは重要

でもあり便利なアイ ディアである。 アカデミックの用語でいうと、 技術的進歩が 『中性』 であると

き、 すなわち労働に対する資本の比率を変化しない場合、有機的構成は不変である。 そして、技術

的変化が資本を用いるとき、 有機的構成は上昇することになる。」
５）

　

いま、 貧しい思索の筆をおくにあたって、 われわれはあらためて博士のご厚志に心からの謝意を

ささげるとともに、 この後のかわらぬご高導をも、 あわせて切にお願い申 しあげる次第である。

〔註〕

１） 高田保馬、 前掲

　

ｐｐ．５２一５３

２） たとえば岡倉教授は次のごとく説き明かしてお・られる。「資本家が雇傭するのは労働力であって、 生産過程に

　　

おいて発揮される生きた労働量そのものではない。また資本家が生産の技術を改善するのは、 それにともなう

　　

労働の生産力の上昇かあるいは労働の緊張度を高め、 あるいは相対的剰余価値の造出に役立つことによって利

　　

潤率の上昇を約束するからであろう。その場合、 雇傭される労働力の量は同一であっても生産過程において発

　　

揮される生きた労働量は増加し得る。それゆえに資本制生産の下での雇傭と技術的進歩－－技術構成の高度化

　　

－－を問題とするにあたっては、 われわれは技術構成を資本財量と生きた労働量との関係としてではなく、 資

　　

本財量と支払労働との関係として把握せねばならないであろう。」 岡倉伯士「現代成長理論えの批判的一試論」

　　

（山口経済学雑誌、第５巻第７６８号）Ｐ．９

３） 高田海馬「成長率の考察」Ｐ．２９（高田編 「経済成長の研究」第１巻）

４） 拙稿「利潤率傾向的低下の法則と労働の生産性」（北海道学芸大学紀要

　

第１部第８巻第１号）

５） Ｊ，ロビンソン「マルクス経済学」日本版への附録『価値論』戸田、 赤谷共訳、 同上書 ｐｐ，１３１－２，Ｐ，１４０参照

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１９５７年９月縞）
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